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2001 年度より消費税について税抜き処理を採用しました。過年度売上高も
税抜き表示をしています。

報告書の範囲：
本報告書は、株式会社リーテムの金事業所（本社及び水戸工場）における
2001 年度（2001 年4月から2002年3月）の事業活動（「建築物及び工作物
の解体、移設、撤去J 及び「リサイクルシステム販売及びコンサルテイングj
を除く）を対象としています。次回発行は、 2003年夏を予定しています。
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私たち一人ひとりが “誰か”です

環境の仕事にたずさわり、自分たちは役に立っているのかという自問自答をしな

がら、やれるごとをやる、という日々がまた1年過ぎました。 環境報告書第2版をお

届けします。

リサイクルのプロとしての自覚と諮りを持ち、日々精進して参りましたが、現実は

厳しく環境保全についてどれほどの成果をあげたのでしよう。

今、子供達は未来を失うということを現実的に考え、恐れています。 ごんな心配

を私達は子供時代にすることはありませんでした。 地球環境と人聞が共存しなく

てはならないという問題は、もはや人類の内部問題として処理できる次元ではなく

なっています。 エネルギ一、人口、食糧、 水、貧富較差、テロ、戦争等は環境問題

と深く関わっています。 先進国が豊かな生活を求めた結果、温暖化、海面上昇、生

活用水不足、森林破壊、オゾン層の破壊、酸性雨、夕、イオキシン、環境ホルモンな

どの問題が生じましたが、それらの中には直接的な被害がわかりづらいもの、国境

を越えて表れるものもあります。 途上国は、資源を安く売り、製品を尚く買うことで

債務が累積し、経済が破綻に追いこまれていますが、やがて途上匡｜の資源は枯渇

していき、それを追い求めるために環境破壊が進んでしまうのです。 世界中で資源

が枯渇したとき、資源もエネルギーもコストが非常に高くなり、他国から購入するこ

とができなくなります。

日本はエネルギー・ 金属鉱物の95%、食料 ・ 木材の70%を輸入していますのでコ

スト増はやがて大きな問題となりますが、その前に、途上国の食料自給率が先進国

よりかなり低いことがより早く問題化します。 わずかの異常気象で農作物は大きな

打撃を受けてしまうため、世界規模で食料問題が起きる可能性があります。 それで

も残念なことに、現在一般に受け入れられているのは経済優先であり、環境保全

を優先するという乙とには至っていません。 経済の下に環境があるのではなく環境

の下に経済がある社会に転換する必要があります。 日本は世界でも有数の経済大

国で、その維持のために他の困に負担を掛けています、これらを軽減するために

何かをしなくてはなりません。

誰もが“誰かがするだろう”と思っています。 しかし 、 誰かが始めなければ何も起

こりません 、 自分が行うことで何かが変わっていくのだと思います。

1）できる限り物を大事にし、廃業：物の発生抑制に努める。

2）リユースできる物はできるだけ再使用し、輸出する物はその先の環境問題も考

l昔、する 。

3）再資源化できる物は徹底してリサイクルする。

今、 私たちは環境保全についてもっと学び、考えなくてはなりません。 今を無駄

にしないためには子供述が成長する時間、 10年、 20年後の 世界を思い描いて行動

することだと思います。 私達は環境保全を実践する会社として環境問題を情緒で

はなく定量的にとらえ、皆総に、環境問題 ・ 保全がもっと身近で思解し易いものと

なりますように積極的に4JH業活動を発表して参ります。

2002年8月

株式会社リーテム 代表取締役社長

中島賢一
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複写機のリサイクルプロセス

複写機のゼロ・工ミッション
当社及びJ·RICは、富士ゼロックス様の「資源循環型システム」のリサイクルプロセスを担当、

「ゼ口・工ミッションJ に全国規模で参画しています。

資源循環型システム

「資源循環型システム」は、富士ゼロ ックス様の提唱する資源役入

量を最小限に抑え、廃棄物をゼロにするためのシステムです。 りサイ

クル設計、検査修理によって保証されたりユース部晶の使用、リユ

ースでき芯い部局の徹底した分別材料リサイクルによるゼロエミ

そこで、リ テムリサイクルプロセスは複写機・ DA機器芯どの金

属 樹脂複合材の 100%リサイクル＝ゼロ・工ミッションをめざし

て開発されました。とのシステムは、廃棄物が保有している資源

エネルギーを素材産業の原料に加工するためにl志どのよう芯処理を

すればよいのかということから発想されており、法律の範囲でリサ

ッションなどで構成されています。 イクルすればよいという発想からのものではありまぜん。

富士ゼロックス様は、環境負荷を低減することはメ カ の責任で 具体的には、複写機・ OA機器等を素材ごとの選別が可能と芯る大き

あると考え、「廃棄ゼ口」をめざして図に表されるシステムを構築しま さにまで破砕し、シュレッタ 鉄ーシユレッダーアルミープラスチック付金銀

した。その一員として当社は参加しています。 鍋淳司金銀銅淳粉体回収物（破砕跨集塵粉）に機械的に選別しままー と

れらはすべて、素材産業の原料として直接または間接的に二次資源や工

複写機の解体レベルの検討とゼロ・工ミッションの達成への ネルギー資源として活用され、埋め立て処分されるものはありません。

協力 また、当社のリザイクルプロセスは、常；mで機械的に単体分離する

1998年に、富士ゼロックス様の使用済み複写機のゼ口・工ミッシ ためエネルギーコストが低く抑えられます。さらに、回収された鉄や

ヨンの検討に参加し、鉄・非鉄複合部品の100%リサイクルを提案し 銅の純度も高く、非鉄や賃金属芯ども二次資源として既存の生産ブロ

ました。 そして、当社を含めたりサイクル業者が協同して、効果的芯 セスのυザイクルルートにのせることが可能と怠ったため、付加価値

リサイクルとゼロエミッションを達成するための解体方法を検討し の高いものとして利用されています。

ました。

1999年2月に、富士ゼロックス様の海老名事業所内で回収複写機 全国展開への協力

の解体が開始されました。当社は鉄・非鉄複合部品のリサイクルを受 これにより、複写機のゼロヱミッション処理が首都圏で実証され

託し、これらをリーテムリサイクルプロセスで100%りサイクル、即 ました。次いで、富士ゼロックス様は、全国レベルでの同様の体制構

ちゼ口工ミッション処理を実践しています。 築を開始しました。当社及びJ RICのメンバーは、各地域での鉄非

鉄復合部品等の100%リサイクルを順次担当しています。

リーテムリサイクルプロセス 2000年4月に中四国九州地区で株式会社深町泰三商店が、

複写機・ OA機器類にはハンタ等の重金属が多用されているため、 2000年8月には中部近畿地区で株式会社佐野マルカが、同月に中

埋め立て処分を避け、可能な限り回収ルートにのせることが環境対策 部・近畿地区の鉄系シャーシυサイクルで朝日金属株式会社が参加

のうえで重要です。 し、全国規模でのゼ口・工ミッションシステムが完成しました。

使用

2000年B月～

佐野マルカにおいて

鉄・非鉄複合部品

再資源化受託

朝日金属において

鉄系シャーシ

再資源化受託

2000年4月～

深町泰三商店において

鉄・非鉄複合部品

再資源化受託

1999年2月～

鉄・非鉄複合部品

再資源化受託

富士ゼロックスにおける複写機の解体・リサイクル

リーテム

リザイクルプロセス

熔融

鉄・非鉄複合部品

熔融

• 

破砕

集塵

磁力選別

鉄・非鉄復合部品

圃・E環ヨ珂・・・
• 
解体

熔融・精製

• 
IEi遣E置酒－

破砕機（P- 1 )

（各専門リサイクル業者にてリサイクル）

複写機基板
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中国におけるリザイクルシステムの構築

日本と同じ手法でリサイクルシステムを構築

関から高く評価されています。 は、日本でのリサイクルネットワーク矯築と同じ手法、つまり処理内

環境問題には国境がなく、根本的芯問題解決のためには個人かう国 容、最終利用の確認、環境における影響の有無等を国内の排出企業に

へ、国から世界へと人々の意識を広げるととが必要です。当社は、世界 対して報告を行い、顧客に安心していただくというリサイクルシステ

標準と芯り得るような効果的芯リサイクルシステムや技術の開発に取り ムの構築を実現しました。

組み、事業を通じて世界各国の架け橋と芯るよう努力を続けています。

その第一歩として、 2000年4月から中国における循環型資源りサイ

クルシステムの構築に向けた検討を開始し、同年9月から中国国家環

境保護局の協力を得て、中国での実態調査を行いました。中国各地で

多数の処理工場を見学し、工場設備内容や処理能力はもちろん、環境

問題に対する各社の意識も含めて十分な調査分析を重ねました。 そ

うして、最終的に株式会社豊津商事（社長。佐藤レイ子氏、本社：東京都

品川区）と同社の中国における出資会社「台州開来豊津金属有限公司」

（新江省台州市路橋区）の処理工場を指定再資源化工場として使用する

ことに決定し、 2001 年7月 1 日付けで業務提携契約を締結しました。

事業活動を通じて世界告国の架け橋となる第一歩として

日本でのリサイクルネットワーク構築と同じ手法で

中国における循環型資源リサイクルシステムを構築しました。

概略

当社は、長年のノウハウや技術力によって、日本国内における資源

リサイクルのトップ企業として高い評価を得てきました。また、当社

の資源リサイクルに対する真剣な取り組みゃゼロエミッションを目標

とした努力に対しても、圏内のみ主主らす海外の同業他社や関連政府機

リサイクルシステムの構想

これまで、電子電気機器／部晶に限らす、多量の使用済み製品や

スクラップが日本から中国へ輸出されていますが、その多くは日本国

内で取引が完了するため、中圏内での取り扱われ方や輸送ー処理ルー

ト等に関して、日本側ではほとんど把握できていまぜんでした。当社

リサイクルシステムフロー図

再資源化処理対象品目
－家電処理工湯再生品 （モー夕、コンプレッサ等）
・廃プラスチック

日本国内における収集かう船積みまでの管理体制

圏内の家電処理工場から発生する再生晶（モー夕、コンブレッサ、

プラスチック等）は、当社指定ヤードに集め有害物等（油の漏洩等も含

む）の確認と除去のため、検収検品作業を実施します。その後、関連

会社の大喜コーポレーション株式会社経由で株式会社豊津商事の都内

保管ヤードに出荷し、同ヤード、にて再度商品からの油の漏洩等のチェ

ックを実施したうえで、商品種類別に船積みを行います。定よお、当社

は園内における再資源化処理に特化しているため、中国への輸出に伴

う業務は大喜コーポレーション株式会社が代行しています。

集荷・輸出・管理工程

手解体リサイクルプロセスの確立 船積み後の商晶管理体制

当社が開発した素材回収／リサイクルプロセスの弱点は、機械的選 日本から船積み後約 1 週間ほどで、中国の港に船が到着します。 商

別処理であるがゆえに、マテリアルリサイクル（特にプラスチック） 品は、港において税関検査後、直ちにトラック便で当社指定再資源化

が犠牲に怠る点です。より高度なリサイクルをめざすには、手解体に 工場まで運ばれ、種類別に工場内の当社専用ヤードで保管されます。

よって素材ごとに分別する必要があります。 しかし、この作業は労働 なお、船積みする前に日本側で油を含む有害物等について厳しい検

集約型となるため、現状では中国での作業が最も適しています。 そこ 収検昂を行っていますが、港はパラ積み置き場の床もすべてセメン

で、日本で培ったノウハウや技術を基礎に、中国での手解体リサイク 卜にて舗装されているため、荷卸しの際にも油等の流出による土壕汚

ルプロセスを確立しました。 染等の心配はありません。 また、港は排水処理の装置も設置済みです。

日本国内での集荷かう、中国における再資源化処理までの金工程を

当社が責任をもって管理しています。
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2001 年度の取り組み

家電メーカーが共同で設立した使用済み家電製品のリサイクル処理

会社等も当社指定再資源化工場を見学し、同工場の処理能力及び質等

を高く評価しています。 当社1手、試験的に一部の使用済み製品の再資源

化処理を受託し、中国で構築したりサイクルシステムにて実施しました。

このように、当社は環境リサイクル分野における豊富な経験と実績をも

とに中国でリサイクル事業を進めています。 中国園内での環境汚染防

止にも取り組み、資源の確保、産業育成、雇用の創出を図り、今後もよ

りよい日中間のリサイクルシステムの構築をめざして努力を続けます。

リサイクル工程

.. 園

」」ヰニ」」

眉置圏

-

検収・検品

有害物等の確認と除去

（集荷時及ひ．輸出時のダブルチェック）

リーテムの運機等の代行業務

中国国家環境保護局及び

指定再資源化工場との調整役等

検収・検品

商品からの油の漏洩等のチェック

商品種類別船積み

税関検査後直ちにトラック便で

指定再資源化処理工場へ出荷

当社指定再資源化工場へ商品入荷後、

製品種類別リーテムヤードにて保管管理

リーテムノウハウ・技術指導のもとで

解体・分別処理を行う

－園

中国提努事先処理工場

只
】
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危機管理の仕組み

危機管理組織や対応マニュアルを作成

社外における事件・事故等による当社

事業等への影響を未然に防ぐため、危

機の想定やその予防のための対第の

策定、危機管理チームの設置を進めて

います。今後は全社的なリスクマネジ

メントの仕組みを構築・運用していき

ます。

危機管理システムの構築

これまで、工場を含めた社内における事故

防止等については、安全委員会、環境管理委

員会、週 1 回開催する工場運包会議が対応して

きましたが、社会的な危機管理全般に関しては、

組織も対策も十分に準備していませんでした。

しかし、委託処理事業者を通じた事件の発

生等があり、取引における危機－リスクを低減

することを目的に、危機管理システムを構築

するととにしました。 JIS Q 2001 （ リスクマ

ネジメントシステムを構築のための指針）を参

考とし芯がら、廃棄物関連の問題を中心に、

危機管理チムの設置、危機の想定とその対

策の実施を進めています。具体的には、個別
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の危機の影響や発生可能性を想定した管理表

を作成し、 コンブライアンス契約の締結を行

うための体制やマニュアルを整備しています。

近年では、手選別ー解体等によって生じる、

廃プラスチック紙類（ビ三ル加工紙等）等、

再資源化が困難なものが増加しています。 と

れらは社外への委託焼却処理をしているた

め、その処理会社に対して定期的芯視察や処

理フローの確認を行うことで、法規制遵守状

況を確認していますが、新たな体制と手続の

実施によって、より確実な管理が期待できま

す。 今後は、さらに全社的なリスクマネジメ

ントシステムと危機発生後の迅速かつ的確な

対応のための体制を構築、運用していきます。

危機想定事項

取引先、処理委証究の事件、事故、経営危機

法規制の強化（廃掃法、リサイクル関違法）
損害賠償
海外への違法輸送、文化摩擦

危機管理チームの機能

1 オリジナルリスクの認識
危機管理レポート （ポジション情報）の作成
危機管理マ三ユアルの作成

管理
l共有教育

1Ft,i 
亙亘
等のプロフェッシヨナルとの連携
翠

危機管理・リスクマネジメントの構築 危機・リスクの発生時の対応
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・対象を明確にしておく

・情報を収集し、全体像を把握する

．原因を分析する

・社内外の影響を把握する

・上記のチェック

・可能性のある危機・リスクを発見する

・重大な影響をもたらすもの、判断の困難な

ものを分析・特定する

．発生確率・顕在化した時の影響の大きさを

定量的・定性的に把握する

．危機・リスクごとに基準を作り、算定結果と

照らし合わせ、対応の優先順位を決定する

全国50拠点で同一基準によるリサイクルネットワーク

J·RICとは、全国どこでも同一基準

による再資源化ができるリサイクル

ネットワークのことです。現在30社、

全国50拠点で活動しています。

J·RICのサポート体制

見積もり依頼

見積もり

引き取り依頼

諒求

支払ぃ

J ·RICの活動

J RICとは、当社が主幹事兼事務局となって

運営しているリサイクル型処理全国ネットワー

クのことで、「Japan Recycle Improvement 

Committe巳（日本リサイクル向上委員会）J の

頭文字をとったものです。廃棄物処理市場の

混乱を収束さぜ、全国ど乙でも同じサービス

を同じ条件で受けられるようにするために発

足されたのがJ R ICです。

J RICは、全国を8つのブロックに分け、

各ブロックごとに幹事会社を設置し、その傘

下に地域に根ざした処理会社を組織しまし

た。 そうして各ブロックで排出されたものを

そのブロック内で回収処理できる体制を整

ブロック

①北海道

②東北

③関東

＠信越北陸

⑤東海

⑥近畿

⑦中~ · 四国沖縄

③九州

幹事会社

（株）マデック

（株）青南商事

（株）りテム

豊富産業（株）

（株）佐野マル力

中辻産業（株）

丸本鋼材（株）

（株）深町泰三商店

えました。排出場所の近くで処理するため、

対応にも小回りが利き、運搬費なども低減さ

れます。さうに、ひとつの窓口で、顧客企業

のすべての事業所の廃棄物を一定の水準で請

け負うことが可能と芯り、マ三フェス卜（産業

廃棄物管理票）等による管理も 本化され、

排出企業の利便性が飛躍的に向上します。

J R I Cは、今後も効率よく廃棄物を回収

再利用するためのより強力なネットワーク体

制の構築や技術向上を図るとともに、取り扱

い晶目の拡充にも取り組んでいきます。

J·RICの利点（特徴）

・全国のサ ピスを一元管理

．安心、信頼（優良業者の組織）

・スピ ド（顧客への迅速な対応）

・標準価格（適正芯標準価格にて処理出来る）

2001年度処理実績

項目 処理量

情報機器販売会社什器備品 400t 

ビール自動販売機 768台

ビールザー／〈ー 174t 

コンビ二閉店什器備鼠 560t 

OA機器、 ATM等 39lt 

タバコ自動販売機 19.2 14台

l!EI園－
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環境目的・目標／環境会計

環境目的・目標と環境会計による数値的な把握

環境側面をプラス・マイナス両面かう

抽出・評価し、環境方針と整合させた

環境目的・目標を作成。 環境目標に対

応した活動項目に合わせてコストと効

果を集計し、効率化と意識向上を図っ

ています。

環境目的・目標

当社では、毎年3月に事業活動かう生じる

環境側面を調査特定しています。その際、

汚染の予防に関する約束を含むとともに、で

きる限り数値化するようにしています。 そし

て、各部署各担当における責任役割・ス

廃材リサイクルを中心とする事業内容を考慮 ケジュール等を示した環境管理計画書として

して、プラスの環境側面も併せて抽出、評価 「環境側面と環境目的 自標j と「環境目標

しています。 そして、特定した環境側面につ 値年度管理表」を作成。 環境目的は3年間、

いて、定常状態、非定常状態、 緊急事態のそ 環境目標は 1 年聞を到達点に計画し、環境保

れぞれの環境影響評価を実施。 環境影響評価 全活動を推進しています。

によって著しい環境影響をもっ環境側面を決 また、 1 年邑の活動実績から優先度や実現

定し、環境目的 目標を作成しています。 性について再考し、 2年目、 3年目の環境目

環境目的・目標は、環境方針と整合させ、 標を再設定しました。

環境保全活動に対応したコスト集計

各部署で雄進している環境保全活動にかか

るコストを明確にするために、当社では昨年度

から環境会計を導入しました。環策目的目標

を達成するためにかかった費用と達成状況を

把握することによって、環境保全活動の効率化

と環境コスト意識の向上を進めていきますL

環境保全活動のためのコストは、当社の環

マネジメントシステム運用 ・ 管理コス ト

(EMSコスト） Iこ大きく分類しています。積

極コストは事業活動に起因する環境負荷低減

及び環境保全につながるビジネスの推進の

ために積極的に投じる費用。一方、法遵守コ

スト、 EMSコストは、コストマネジメントに

より削減をめざす項目です。 そして、環境保

全活動の効果は環境目標の達成状況で確認

境目的に対応したコスト（積極コスト）、法規 します。

制遵守のためのコスト（法遵守コスト）、環境 2001 年度の目標に対応するコストと効果

環境目的 ・ 目標 2001 年度の環境会計（単位 千円）

環境保I）面項目 責任部箸 目的
1年目の目標

達成方法 （具体的取り組み） 投資 コス 卜 達成状況 （環境効果）
(2000年9月～2001 年度）

原（プ料ラスの側面） 廃DA機器等、廃モー 管理本部 生産1留に伴う環境負荷低減への寄与 生産量 l 営業体制の強化 9.857 48.414 生産量20%増の目標値に対してP-2はほぼ達成。 P-1 と非鉄金属はそれ
タ ー コンブレッサ 事業本部 1999年度を基準に2003年度までに 1999年度比20%摺 E 処理能力の向上 ぞれ約40%、約50%の達成摺と芯り‘全体では41%の増加となりまし
P- 1 での生産量 (MRｷP-1) 50%生産坦 処理稼働率の向上 た。

処理単位時間当たりの処理量の向上

実ポ装ケ基ッ盤トベ等ル、焼帯電話 管理本部 3 手解体のライン化、標準化
事業本部

P-2での生産量 (MRｷP-2) 

非鉄廃DA機器等 管理本部
非鉄金属での生産量 事業本部

（非鉄金属）

軽油（1999年度·55.279L/l 5.293t) 全車両 軽油使用原単位の低減（生産量当たり） 現状把娃及び対策検討 l 適正アイドリングの実施等 工場内使用車両別及び社有トラック別に使用量を求め、検討を行ってき
ましたが、その変動が大きく、目的 ー目標に適さ左ょいとみて削除すること

（プラスの側面） にしました。ただし、軽油使用量の把握は続けます。

工場共通事項 未処理堆積物の削減（6.500m') 10%削減 l 処処理方法の検討決定 811 処理方法の検討とこれに基づいた作業標準書の作成を行いました。実績
来処理i桂積物の削減 (6.500• 5 .850m' ) 2. 理実施人員費用の計画的確保 は目標値650m3の削減に対して70%の達成率にとどまりました。

（プラスの側面） 2000年下期は処理方法
の検討決定

電力の使用 MRｷP-1 MRｷP-1 電力原単位（生産量当たり）の低減 原単位 l 安定負荷操業による稼働率向上 目標値（83 1 6kWh/t）に対して、 103.2%の達成率と芯りました。
全般 2000年度下期を基準に2003年度まで 2001 年度1%減 2 点検補修強化による琢働率向上

に3%減 2000年下期は現状把握

切断機（シャー） IR 電力原単位の低減 現状把鐘 配電工事等で電力把握の時期がすれ、 2002年3月まで実績を積み上げ、
2001 年7月～2002年3月実績を基準 4月b、ら運用を開始しています。
！こ2003年度までに2%減

電灯、 その他 水戸工場 電力使用量の低減 使用量 1 不在長時間離席（ 1 時間以上）時の消灯 事務所の部屋使用の変与上更げに、より、電力把握の延長が必要に芯り、 2002
事務所共通 2001 年 10月～2002年9月実績を基 200 1 年度は1周犬把握 2 不在長崎間離席（ 1 時間以上）時のパソコ 年9月まで実績を穣み 10月から運用を開始する予定です。

準に2003年度までに2%減 ン電源の切断

電灯、その他 本社共通 電力使用量の低減 使用量 目標値 1 %減に対して 103.2%の達成率と在よりました。
2000年10月～2001 年9月実績を基 1 %j戚
準lζ2003年度までに3%減 (l 9kWh／月減）
(l .890k＼向 h／月『 1.871 kWh／月）

汚染排水の発生 集庭機 MRｷP-1 ウオッシャタンク清掃時の 排出量ゼロ 1 ウオッシャタンクドレン水受槽新設 442 2000年 12月末にウォッシャタンクドレン水受槽を銭誼完了しました。
ウオッシャ水排出防止 2 上澄み液の処理法検討 タンクドレン水の上澄み液は繰り返し使用の試験を3回行いましたが、支

自己循環方式か委託処理かの選択 障なく順調に操業を続けています。

漏油の発生 選jjlj ｜円 地下浸透防止 コンクリート舗装 1 選別場床の不浸透化 695 138 目療値 1 .ooom21こ対して 1 .026m2のコンクリート舗装を実施し 、
1.ooom2 （コンクリ ト舗装化） 102.6%の達成率と左よりました。

粉箆の発生 MRｷP-1 MR P-1 建屋内粉塵発生の低減 局所フード5力所設置 1 局所フードの計画的設置 2.926 予定通り集腫フードを5個所設置しました。
（建屋内） 建屋内設備 職場清掃管理の徹底 2 職場清掃管理の維持

!ill'.砕機の吸慶清掃励行
破砕物の落下飛敏防止励行
集腹設備の点検補修励行

環涜目的に対応したコスト（積極コスト） 10.552 52フ31

環焼関連法規制の遵守のためのコスト（法適守コスト） l 水質管理 19.107 環涜関連法規制jの遵守を徹底しました。
2 騒音。振動悪臭管理
3 廃棄物管理

18014001 環第マネジメントシステムの運用 管理コスト （EMSコスト） l 環嬢!!ii査の定期的実施 9.429 よ記環境目的。目標を達成し、環境マネジメントシステムの維持的改善を
2 EMS連絡会の運営 進めました。
3 社内の環焼教育
4 環境報告怠の作成

合計 10.552 81.267 

の情報を2年目、 3年目の活動の効率化に役

立て、さうにコストマネジメントを今後の事

業活動に反映していきたいと考えています。

2年目の目標 3年目の目標
(2002年度） (2003年度）

生産量 生産量
1999年度比30%増 1999年度比50%指

軽油使用量記録の実飽 軽油使用量記録の実施

15%削減 25%削減
(5.850• 5.525m' ) (5.525• 4 .875m' ) 

原単位 原単位
2%減 3%減

原単位1%減 原単位2%減

使用霊 使用量
1 %減 2%減

使用量 使用量
2%減 3%減
(38kWh／月減） (56kWh／月減）

排出量ゼロ 排出量ゼロ
ドレン水を年 1 回汲み上げ、 ドレン水を年 1 回汲み上げ．
廃棄処分 廃棄処分

コンクリート舗装 コンクリート舗装
l 500m2 500m2 

局所フード2力所設置 職場清掃管理の徹底
職場清掃管理の徹底

表の説明
期間 2000年9月～02年3月
注記①，今フA 回は把鑓が可能＇！¢. コストを集計しています。

後、集計のしくみを改善していく予定です。
②設備関連費用は初期投資額を「投資」 として計上
しています。減価償却費は含めていません。

③電力使用量の低減のための取り組み！こかb、るコ
ストは集計していまぜん。

8 9 
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環境マネジメントシステム

さまざまな状況を見据えて進化する取り組み

環境マネジメントシステム構築の一環

として、 2001 ：年 1 月に水戸工場で

18014001 認証を取得しました。事

業活動に関わる最新の環境情報にも

注視し、定期的にシステムの見直しを

行います。

環境マネジメントシステムの運用状況

2001 年 1 月 11 日に1801400 1 の認証を

得て以来、 継続して環境方針の理念に基づい

た運用に努めています。環境年間計画に基づ

いた法規制への対応、事業の実態に則した各

種マニュアルの制定と改定、教育訓練の実施、

環境管理委員会の定期的芯開催による調整と

運用状況の把握及び内部監査の実施等は順調

に進められています。一部、目的－目標の未

達成の個所もありますが、最近の着実な運用

は、経営層による見直し結果と外部監査での

指摘内容でも裏づけられています。 とれは、

環境ISO自体が当社の事業に直結しており、

当社の発展が環境負荷の低減につながってい

るとの認識が全社的に浸透してきた結果とみ

られます。

今後とも、環境マネジメン トシステムを確

実に運用していくとともに、運用の成果が環

境リスクの回避、当社利害関係者に対する信

頼確保並びにコストタウン等に結びつくよう

組織体制と役割

当社の環境マネジメントシステムは、社長を

最上位責任者とした体制で運用されています。

社長は、環境保全活動の結果報告や環境管理

委員会の開催等の役割責任及び権限を環境

管理責任者に与えています。任命された環境

管理責任者が主催する環境管理委員会は、こ

れまで10回開催されました。 この委員会では、

事務局も交えて多くの議題の調整を図。、実務

責任者である部諜長に伝達。そして部課長の

指導のもと、従業員が環境マニュアルに従って

環境保全活動に取り組んでいます。

ぎた、製造工程ばかりでなく、プラスの環

境側面である生産量増加のために、社長主催

による営業戦略会議を設置し、営業面かうの

体制強化も進めています。

芯お、内部環境監査員には、各部の研修機

関における講習を受講した者ア名が任命され

ています。

努力していきます。 環境マネジメントシステム監査

組織体制と役割

．環境マネジメントシステムの実施

及び必要な資源の用意
．環境管理責任者を指名し、役割・
糞任・権限を与える
．環境マネジメントシステムの定期

的な見直し

・定期的に環境管理委員会を開催
．環境マネジメントシステムを実施、
維持する
．環境目標達成状況の確認及び
対策検討

．組織の明細を決定する
．社長に環境マネジメントシステム
の実施結果を報告

．環境マネジメントシステムにおけ

る役割 ・責任・権限を定め、該当
者に伝達する

MR課 IR課

・年1圏内部監査を実施する

市誇三重主主這霊医

．環境マネジメントシステム ・事務局長あるいは副局
に示された各調整を行う 長は事務局の代表として

環境管理委員会に出席

（水戸工場）

非鉄金属課物流管理課 工務課

「」I
Pl チーム P2チームゼロックスチーム 物流担当 管理担当

2002年2月改組

当社では、環境マネジメントシステムの監

査手段として、 JICQA監査員による年 1 回の

外部審査だけで芯く、定期的及び適宜必要に

応じた社内部署による相E監査を行っていま

す。 環境教育プログラムに則して環境監査規

定に定められた外部講習を受講した内部環境

監査員のなかかう、当該部署に直接関与しな

い者が、規格の要求事項に合致しているか等

の評価ー検討を行い、報告書を作成します。

200 1 年9月末かう 11 月初めに、監査対

象を5部門に分け、定期監査を実施しました。

重大な指摘は無く、 20件の「軽微芯不適合」

としての指摘があり、担当者による適切な是

正と確認を実施しています。

緊急事態の準備と対応

当社では、緊急事態を表のように定義し、準

備として、項目を規定しています。 また、環境

管理活動が環境マニュアルに；沿って運用維

持されているかどうかを定期的に監視測定

し、評価フォローをします。

不適合事項が発見された場合は、マネジメ

ントシステム及び運用管理に関するものをそ

れぞれ分類・分析し、是正処置を図ります。

緊急事態発生時の対応

作業者

・置－圃作業者

ml盟国霊園

－置酒
水戸総務部長

想定される緊急事態

・ 事業活動における不測の操作ミスやメンテナン
ス不良による設備の故障等を原因として発生す
る環焼への重大影響

地震、 台風等の自然災害及び隣媛地からの火災
等を原因として発生する環境への重大影響

緊急事態への準備

環境方針

環境理念

株式会社リーテムは、事業活動を通じてリサイクルの向上に貢献するとともに

事業活動すべての面で社員全員参加のもと、

地球環境の保護及び保全に対して積極的に行動する。

基本方針
l 資源の有効活用のために、さらに積極的にリサイクルの質の向上を図りかつ高度芯処理技術・

プロセスを開発することにより、地球環境の保全に努める。

2 地球環境の保護・保全活動を推進するために環境活動組織を箆備し、環境関違法規条例を遵

守するとともに自主基準を設定し、環境管理の向上に努める。

3 環境管理の重点項目

①有用主主成分を含んだ原料としての廃棄物の適正芯管理を行いリサイクルの向上に努める。

②笥気油のエネルギー資源を有効に活用し、使用量の削減に努める。

③水戸工場て‘受け入れるすべての物の収集運搬荷受事前選別破砕処理鍛出に至る全工程

において事故の発生防止と環境汚染の防止に努める。

4 環境方針達成のために、環境目的自擦を定め定期的に環境保全活動の見直しを行い、環境管

理システムの継続的改善を図る。

5 内部環境監査の実施により環境管理システムの維持向上を図る。

6 関係官庁をはじめ地域住民・環境保護団体とのコミュニケーションを図り、環境保護・保全活動

に貢献する。

7 全社員への教育訓練を実施し、環境方針を周知徹底し意識の向上を図る。

8 この環境方針は社内外に公表する。

平成 1 2年6月 1 0日制定

関連法規等と対応状況 環境情報の対応（苦情・要望等）

当社の事業活動に関わる環境関連の法規制 工場では、環境に関する外部（地域住民

や条例及び関連団体の規制等の最新動向を常 顧客行政）からの苦情・要請等については、

に確認し、遵守しています。 当社の生産活動 水戸総務部長が窓口と左より、環境管理責任者

や製品に関連する法的及びその他の要求事項 かう部課長や社長に伝達されます。 また、社

の主主主ものは以下のようになっています。 内従業員からの意見も環境情報として扱い、

主主お、過去5年以内にクレーム及び事故はあ それぞれ対応処理するシステムを運用して

りません。 います。

緊急事態発生時の情報伝達手段を定め、 関係者
に周知する | 当社事業に関わる主な環涜関連法規

との 1 年間の例としては、処理委託契約書

やマニフ工スト記載内容との相遣による調査

依頼苦情の発信／受信例が多くありまし

た。 当社かうの発信には、「金属くすへの雑

物の混入」、「PCB表示のコンデンサの入荷j

等があり、また外部からは、「RDF加工時の

眼への刺激発生」がありました。この他に

「焼却処理委託先の業務停止に伴う対応J に

ついて関係顧客に情報の提供と対応策の報告

を行っています。

。 著しい環境影響があると判断された項目、 特定
した項目に対する予防策、環境影響の緩和策を
定め、事故の未然防止策を実施する

緊急事態に対して実施する処置を明確にし、 関
係者に周知する
緊急事態の発生を想定した訓練を策定、 実施
( l 回／年）し、 有効性を確認し、 記録する

監視項目 泊水分離猶排水の油膜有無の目視確認、
毎日 1 回、 l円が確認

測定項目 ・焼界線での騒音測定、 1 固／年、 MR
P-1 で実D1!i （総務に測定依頼）

法律

廃棄物の処理及び；青婦に関する法律

クレーン等安全規則

騒音規制法

娠動規制法

浄化槽法

労働安全衛生法

条例

。 茨峨町廃棄物の原料及び処理に関する条例

茨峨県金属くす取扱業に関する条例

茨峨県公害防止条例

上水道使用に関する規制

11 



・・・・・・・・・El亘lBll置2・・・・・

12 

事業活動と環焼影響

独自技術で廃製品を有用な資源に

OA機器芯どの金属・樹脂複合材は、

これまでリサイクル原料としては敬遠

されていました。 しかし、当社では独

自の破砕機に投入して分離回収する

ととで、これら複合材の再資源化を実

現。資源の有効利用を実践しています。

電巧使用量 軽油使用量

独自システムで複合材の再資源化を実現

モータや、 OA機器類は、廃棄後にリサイ

クル原料とするととが非常に困難砿製品で

す。 その理由として、鉄と銅の強固な結合に

よって構成されていたり、プラスチックやア

ルミニウムなどさまざまな素材が複合されて

いる点があげられます。そのため多くの場合、

手解体にて部の価値の高い部品を取り出し

て、それ以外の部分を埋め立て処分したり、

これが、「リーテムプロセス I j で、このシス

テムにより、 OA機器を 100%再資源化ずる

方法を確立しました。 その後、 1997年には、

さらに細かく分けうれる破砕機「リーテムプ

ロセス E J を導入し、小型の電子機器の再資

源化への対応も可能と左よりました。

P・ 1 ・ P-2で埋め立てゼ口

「リーテムプロセス I Il J にて選別され

一括破砕後、鉄のみを回収するという処理が た処理晶は、すべて素材産業の原料としての

行われていました。 出荷が可能となり、埋め立てする部分が一切

そこで当社では、ます1993年に廃モータ ありません。 またとれらの工程では、焼却処

の再資源化処理のために最先端の細破砕機を 理を採用せす、水も使用しないことで、環境

導入。 さうに、これを独自に改造し、 OA機器 への負荷を最小限にとどめています。

等の処理に応用することを可能としました。

水道水 潤滑油
水戸工場 1 ,206 ,520kWh
本社 31,711kWh 

計 1 ,238 ,231kWh 

トラック 35,3511）ッ卜Jレ 水戸工場 633m3
本社 107m3 

計 740m3

424リットル

廃棄物（RDF等）
618 ,2盟国

工場周 40 , 160リットル
計 75 ,511 リットル

IR （シャー）

〆
MRｷP-1 

生産増による環境負荷低減への寄与

適正なリサイクル処理による生産拡大

手解体と破砕設備を複合した適正な

分離回収によって付加価値の高い原

料に再生するとともに、設備稼働率の

向上によって処理量を増加させるこ

とで、環境保全に貢献します。

生産量増加

当社の生産活動は、従来埋め立て処理され

ることがほとんどだった廃製品を適正な処理

によって再資源化するととです。 つまり、生

産活動そのものが、環境負荷低減、循環型社

会構築の推進につ芯がるというととです。こ

のような観点から、特にMR （複合材りサイ

クル工程）並びに非鉄金属（手解体工程）部署

での生産増そのものをプラスの環境側面とし

処理能力の向上（アルミの回収能力の向上）

M円 P-1 で破砕し、磁選にかけて得られ

た非磁性物は、富市に通しています。この節上

には処理原料中のアルミの大半が含まれてい

ます。 このアルミは、離れた位置にある

MR P-2のアルミ選別機（週電流選別機）で

処理していましたが、との選別機をP-1 に移

設し、既設の飾に連結しました。 これにより、

選別機への供給量の安定化が図られ、 また横

てとらえ、とれを環境目的 ー 目標に掲げ、推 持ちが不要に芯るなど全量処理が可能とな

進しています。 り、アルミの回収が4～5倍に増えました。

目的ー目標達成のための具体的な方策とし

ては、社長主催で週 1 回開催している営業戦 手解体の効率化と設備拡充
路会議での迅速、的確定よ判断による営業力の 環境リサイクルの質の向上から、廃OA機

強化、並びに手解体でのパーツ回収要請への

技術面、設備面での対応強化等があります。

これが取引先の紘大、回収工リアの拡大等に

つながり、集荷量拡大に顕著に表れています。

2000年9月～2002年3月生産達成状況

(%) 

200 I ー・・ 回線値
｜ ーーー 基準値
180' 

160 

140 

120 

累積達成率

器電子電気機器からのパツ回収の要請に

も応え得るように、手解体設備の効率化と設

備の拡充に取り組んできています。効率化は、

多様化する使用済み製畠への技術対応とコス

ト競争力を備えることです。設備拡充は、拡

大している集荷に、量的にも質的にも対応可

能な設備を準備するととです。

複写機については、 2倍の設備増強と複雑

芯パーツ回収に対応した専用の手解体ライン

を新設しました。 また、テレビ、モニタ等につ

いては、解体物の多様化に柔軟に対応できる

ように手解体ラインの設置を改善しました。

13 
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事業活動における環境負荷低減対策

日々の積み重ねによる環境保全活動

環境側面を正面か5見据え、その一つ 電力使用量の低減 2002年3月末時点の成果として、目標値 （3 ドレン水受樫を設置しました。ここに溜めう 粉塵対策 l 年に 10%すっという目標を設定し、資源

ひとつに対する環境負荷低減活動を 水戸工場では、使用電力の大半を占める ～6階の2000年 10月～2001 年9月実績） れたドレン水よ澄み液の繰り返し使用試験や MR P-1 の破砕機・節分機からは、粉震が の回収に努めています。

実施しています。計画的かつ効果的な MR P-1 及びIR切断機の電力使用量の低減が に対して 103.2%の達成率となりました。 工 沈殿物の製品化試験をこれまで3回実施しま 発生します。 建物内粉塵による当工場内従業 未処理堆積物の節分け、続よの選月IJ試験を

環境保全活動の積み重ねを推し進め 重要視されています。 そとで、 2000年下期 場事務所の電力使用量は、事務所の部屋使用 したが、いずれも良好芯結果を得ています。 員への健康影響と大気への飛散を当社の環 行い、処理方法の検討を進め、手順書も整備

ていきます。 を基準に2003年度までに電力使用量の3% 変更に伴い、 電力把握期聞を延長したこと等 しかし、長時間にわたるクローズド化はウ 境側面としてとうえ、環境目的目標の lI頁 してきましたが、 2002年3月末の実績は

削減という目標のもと、各工程における生産 により、 2002年10月から運用を開始するこ オッシャタンク内の一部の重金属含有量が高 固として、その発隼低減に努めています。 650m3の削減目標に対して70%の達成率に

量当たりの電力使用原単位を低減するための とになりました。 くなる傾向を示すことが明らかに芯りました 具体策としては、ます2001 年度中に粉塵 とどまりました。 2002年度はコンクリー卜

施策を設定しました。破砕機切断機への投 ので、年に 11§程度は、タンク水を系外に取り 発生場所5個所に局所フードを計画的に設置 舗装化を前倒しに進め、節分け・選別場所を

入量の安定化と無負荷運転の低減、そして点 車両燃料削減／大気汚染防止 出し、委託処理することにしました。 しました。 また、破砕機内の吸塵清掃と破砕 確保するとともに節分け桟を導入して、堆積

検補修の強化による稼働率向上に取り組んで 水戸工場で使用している搬送車両及び社有 これらの検討対策によって、 工場排水によ 物の落下ー飛散防止、集塵設備の点検補修等、 物の処理スピードを上げることにしています。

きました。その結果、 MR P-1 の電力原単位 トラックの燃料には、軽油を使用しています。 る汚染の心配が芯く芯り、工場での水使用量 職場フロアの清掃と設備の管理・維持を徹底

は、 2002年3月末時点で目標値に対して 各車両の適正アイドリングや効率的な積載を も削減されました。また、雨水採集タンクを しています。 2002年度は、局所フードを新 フロン対策

1 03.2%の達成率と忽りました。 I Rの電力使 実施し、軽油の使用量を最小限に抑えるとと 2個所設置し、防火用水とトイレ使用水の一部 たに2個所設置するととにしました。 エアコン等に含まれるフ口ンの処理処分

用量は、電力送電工事等で電力把握が遅れた で、省エネルギーと大気汚染物質の低減を進 に活用するととで、生産工程以外での節水に については、フ口ン回収破壊法の施行に伴い

めています。 も取り組んでいます。 手順書の見直しと従業員への教育を実施する

これまで、車両燃料の使用量把握を進めて 等、厳しく管理しています。回収手段として

きましたが、顧客の多様な要求、多様な入荷原 土壌汚染防止 は、フロン回収車やフ口ン回収設備を活用し

料によって燃料の使用量が大きく変動するこ 鉄スクラップ等の搬入物の荷卸し選別に ています。

とが判明しました。 即ち、効果把握が難しいこ 際しては、機器や装置内から残留油が漏出し、 また、より効果的な手法を求めてメ カと

とから2002年度以降は目的・目標かう外し、 地下へ浸透することによる土壌汚染の可能性 共同で回収試験も実施し、良好な結果を得て

日常管理で燃料削減に努めることにしました。 があります。 このことは、当社でも著しし1環 います。

境側面として最も重要視している項目です。

水質汚濁防止／水使用量削減 これを防ぐため、選別場の床をコンクリー

水戸工場のMR P-1 で使用している破砕設 ト舗装することで不浸透化を進めてきまし 水戸工場サイトデータ

備用集塵機のウオッシャタンク内ドレンを清 た。その結果、 2002年3月末時点の達成率 JR水戸駅の南西約Bkm、北関東自動車道

掃する際（2～3回／年）に多量のドレン水が は、 l OOOm2のコンクリー卜舗装の施工目標 茨城町東IC近くの工業地域に立地。 工場南

ととにより、 2002年4月より運用を開始す 発生します。 このドレン水が水質汚濁につな ｛直に対して 103%となりました。 未処理堆積物対策
東側に水戸バイパス6号線を挟み、準住居I也

域あり。 工場の敷地面積は、 24.200m2.
ることに芯りました。 がる可能性があるため、 工場外排出を全面的 また、この舗装計画と併せて、油水分離槽 過去の鉄スクラップ引き取りの際に発生し

常時排出される工程排水はないが、雨水を
また、本社及び水戸工場事務所では、 1 時間 に遮断し、工場排水の完全クローズド化をめ も設置し、土壌汚染防止のためのさらなる安 た鉄、非鉄、陶器、士、プラスチック等かう 主体とする排水は油水分離槽を経由して公共

以上の離席時の消灯及びパソコン電源の切断 ざしています。 その第一歩として、 2000年 全設計を推し進めていきます。 なる未処理堆積物が水戸工場の未処理物保管 水路に放流。 生活緋水は合併浄化槽で処理。

を徹底しています。本社の電力使用量は、 12月に、 l 3m3の円筒横型ウオッシャタンク 所に約6.500m 3保存されています。 これを

電気使用量の確認 防火用雨水採集タンク トイレ使用雨水採集タンク コンクリート舗装された構内 自動販売機からのフロン回収

14 15 
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環境コミュ二ケーシヨン

社内環境意識の向上と幅広い情報交流

社内での環境教育プログラムによっ

て従業員の環境意識を高めるととも

に、工場研修生の受け入れやさまざま

な取材・講演活動を通して多くの方々

との環境交流を深めています。

環涜教育プログラム

区分 対象者／時期 講師

日常教育 部長／課長教育

全従業員に対し毎朝のミーテ は環境管理資任

環持竜 インク時に必要に応じて実施 者が、その他の

月次教育 教育は環境管理

全従業員に対し岳部会で実施 資任者又は環境

部長／課長教育 管理責任者が指

部長／課長に対し毎週月曜日 名したもの

の工場運営会議で実施
新人教育
新人に対し導入教育時に実施

部長／課長に対し、年 1 回及 環境管理貿任者

び内部変更の都度に実施

該当作業者に対し、年1 回及 部長／課長

び内部変更の都度に実施

教育霊量 内部環焼！§査員に対し、内部 外部講習受講者

変更の都度に実施

主主E研修の受け入れ実績

1997年 ｜通商産業省職員の民間企業派遣研修

早稲田大学理工学部学生の夏期実習

従業員・関係者教育

当社では、環境マネジメントシステムにお

いて教育、訓練、啓発は最も重要な要素のひ

とつであり、各個人に確実に環境意識を浸透

させるために必要不可欠なものであると考え

ています。 そのため、全従業員を対象とした

教育内容

a）環境方針や環境マネジメントシステムの要求事項
b）事業活動による環境影響、及び各作業の環境側面
c）緊急事態の準備と対応、及び各員の役割と責任
d）規定された運用手順かう逸脱した際に予怨される結
果

運用管理で各部署共通の規定

運用管理で各部箸共通の規定
著しい環境側面に関わる作業標準書類の教育
奮しい環境側面に関わる作業を確実に実行するため

の実施訓練（緊急時の対応を含む）

外部講習受講等（環境監査規定による）

1998年 ｜台湾環境保護局職員の「産業廃棄物の管理J研修

2000年 ｜早稲田大学理工学部字生の夏期実習

主な講演活動

実施年月 主催 講演内容

2001 年 1 4月｜いはらきゼロエミッション推進フ才 ラム｜循環型社会をめざして 私たちにできること

STF科学伎術者フォーラム ｜資源循環型社会創造の課題と現状
11 月 l 茨城県自治研修所

茨滅県経営者協会

当社社長が関わる組織・機関

電子電流機器の再資源化への取り組み

電子電流機器のリサイクル

l 経済産業省産業構造審議会廃棄物 l」サイクル小委員会パソコン3円WG 

いばらきゼロエミッション推進会議幹事 設立発起人

茨減県環境基本計画改定小委員会委員

（社）日本鉄リサイクル工業会環境対策部会委員会委員長

（社）茨城県産業廃棄物協会理

主な研究開発実績

実施年月 共同研究 研究内容

2000年 2月 ソニ （株） TVの処理報告書の作成（処理内容とリサイクル率を報告）

5月 富士ゼロックス（株） 複写機の再資源化方法の検討（高いりサイクル率を維持したまま、コスト

を低減するための処理方法を検討）

6月 ダイキン工業（株） 工アコンディショナーの再商品化試験（家電りサイクル法が指定するリワ

イクル率以上の処理をするための処理方法を検討）

キヤノン（株） プリンターの製品のリサイクル性評価（樹脂名の表記が砿い砿ど、リサイ

クルを妨げる要因を処理業者の立場から指嫡した）

9月 プラザ工業（株） ミシン FAX プリンターの製品のりサイクル性評価

2001 年 6月 目立造船株式会社 廃OA品蒸気炭化に関する共同開発

「環境一般教育訓練」、部長／課長及び該当作

業者を対象にした「環境特定教育訓練」、そし

て内部環境艶査員に対する「監査員教育j とい

う区分のもとで環境教育プログラムを策定

実施しています。なかでも、環境一般教育訓

練は、全従業員に対して水平的に展開する「日

常教育」「月次教育」のほかに、部長／課長に

対する「部長／課長教育」や新人を対象とした

「新人教育j 1J.ど、各員の役割に応じた教育訓

練を実施しています。

環境広報

リーテムが再資源化事業に取り組んでいる

理由を広く知ってもらうととで、消費者（排出

者）の廃棄物への意識を高めたいとの願いか

ら、展示会等で事業の紹介をしています。

2001 年度はいばらきゼ口工ミッション

推進フォーラムに参加し、多くの来場者に再

資源化の必要性を問いかけました。

研修の受け入れ

これからの社会を動かしていく学生・官公庁

職員の方に、今後の再資源化産業のあり方を

考えてもらえる良い機会に忽ると考え、リ テ

ムでは工場研修生の受け入れを行っています。

取材・講演活動

「リサイクjレJ に対する社会的関心の高まり

により、りーテムの事業内容や方針に対する

取材講演依頼が溜えています。 企業だけで

芯く、公共機関、研究機関、学生等さまざま芯

方々からの依頼がきますが、「取材側の目的を

知ること＝社会のニーズを知る機会」と考え、

それらを積極的に受けています。

研究開発

複合素材の効率的芯再資源化のために、当

社単独での研究開発だけで芯く、製品メーカ

ーやユーザとの共同による検討も重ね、社

会全体での環境負荷低減に努めています。

グリーン調達

資材の購入に際しても、製品保管用に中古

のフレコンパックをリユースしたり、再生紙

等の環境負荷が低いものを選定する芯ど、グ

リーン調達を進めています。

第三者意見書 | 

環境報告書に対する第三者意見書

株式会社リーテム

代表取締役社長中島 賢一 殿

1 .審査の目的

2002 年 7 月 29 日

株式会社トーマツ環境品質研究所
（デロイトトウシュトーマツグループ）

ケ：；：f；ネiそち主正

当研究所は、株式会社リーテムの責任において作成された同社の「環境報告書 2002」

の審査を行った。当研究所の審査の目的は、同報告書において報告されている情報の

収集過程と集計方法、並ぴにその内容について独立した立場での見解を表明すること

である。

2. 審査の手続

株式会社リーテムの了解の下、当研究所は「環境報告書 2002」について以下の審査

手続を実施した。

(1）掲載されている情報の収集過程とその集計方法の合理性を審査した。

(2）掲載されている内容について、作成責任者に対する質問及び関連する委員会議事録

の閲覧、 !8014001 関連資料との照合、その他根拠資料となる内部資料及ぴ外部資

料で利用可能なデータと比較し検討した。

3. 結論

審査の結果、当研究所の意見は、次の通りである。

(1）「環境報告書 2002」に掲載されている情報は、 会社の業務活動から出された情報を

適切に集計したものである。

(2）同報告書に掲載されている情報は、当研究所が審査の聞に入手した根拠資料と矛盾

していない。

以上
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